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１．専修学校教育の人材養成機能の
向上について（人材養成）
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【論点１】 産学連携による職業教育の振興策

【論点２】 専修学校における社会人の学び直し振興策

【論点３】 留学生施策の振興策



【「日本再興戦略」-JAPAN is BACK-（平成25年6月14日閣議決定）】

一．日本産業再興プラン ～ヒト、モノ、カネを活性化する～

２．雇用制度改革・人材力の強化

⑤若者・高齢者等の活躍促進 ○若者の活躍促進

・ 大学、大学院、専門学校等が産業界と協働して、高度な人材や中核的な人材の
育成等を行うオーダーメード型の職業教育プログラムを新たに開発・実施すると
ともに、プログラム履修者への支援を行うなど、社会人の学び直しを推進する。

専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等の教育機関、企業・業界団体、その他関係機関が協働し、地
域や産業界の人材ニーズに対応した、社会人等が学びやすい教育プログラムの開発・実証を行うとともに、高等専修学校等における
特色ある教育を推進するための教育カリキュラムの開発等を実施する。これらの取組を通じて、成長分野等における中核的専門人
材や高度人材の養成を図る。

（背景）

（事業の趣旨）

【「日本再興戦略」改訂2014-未来への挑戦-（平成26年6月24日閣議決定）】

一．日本産業再興プラン

１．緊急構造改革プログラム（産業の新陳代謝の促進）

ⅲ）サービス産業の生産性向上

・ サービス産業の革新的な経営人材の育成を目指した大学院・大学における、サー
ビス産業に特化した実践的経営プログラムや、専門学校等における実践的教育プロ
グラムを開発・普及

（前年度予算額：１，５６７百万円）
平成２８年度予算額：１，５３３百万円

企業・産業界等のニーズを踏まえた
養成すべき人材像を設定・共有。

環境･エネルギー 食・農林水産 医療・福祉・健康

工業社会基盤ゲーム・ＣＧ

観光クリエイティブ ＩＴ

航空産業グローバル経営基盤

これまでの取組

コンソーシアム

全国的な標準モデルカリキュラム等の開発・実証

地域や業界団体・企業等の人材ニーズが高い分野において、社会人等を対象として就労、キャ
リアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を修得するため、様々な教育リソー
スを有する各地域の専修学校等において、地元企業や業界団体等のニーズを踏まえた「オー
ダーメード型教育プログラム」の開発・実証等を行う。

地域や業界団体・企業等の人材ニーズが高い分野において、社会人等を対象として就労、キャ
リアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を修得するため、様々な教育リソー
スを有する各地域の専修学校等において、地元企業や業界団体等のニーズを踏まえた「オー
ダーメード型教育プログラム」の開発・実証等を行う。

地域版学び直し教育プログラムの開発・実証

高等専修学校等において、後期中等教育段階から高等教育や就業への継続性のある教育カリ
キュラムや、特別に配慮が必要な生徒等の特性を踏まえた支援体制・教育手法（教育カリキュラ
ムや就業支援等）の開発・実証を行う。

特色ある教育推進のための教育カリキュラム等の開発・実証

専修学校等の中核的専門人材・高度人材の養成、社会人等の学び直しを全国的に推進

高等専修学校等の特色ある教育カリキュラム等を全国的に共有

・地域や産業界のニーズに対応した人材の育成

・特色ある教育カリキュラムの開発・実証

教育リソースを有する専修学校等において

「オーダーメード型教育プログラム」の開発・実証

（事業の概要）

※実施分野の例
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産学連携の下で、学習と実践を組み合わせて行う効果的な教育手法を開発・確立し、

標準モデルとしてパッケージ化（ガイドライン策定）

専修学校版デュアル教育推進事業

指導・評価手順

企業と学校のマッチング

事前・事後学習手順

専
修
学
校

地
元
企
業
・
業
界
団
体

《学習と実践を組み合わせて行う教育システムの構築》

【趣旨・目的】

専修学校では、企業等と連携した実習・演習等が個々に実施されているが、その方法論は、必ずしも体系的に確立・共有されているもので
はない。そこで、専修学校において、これからの時代に求められるアクティブ・ラーニングの在り方を見据え、学習と実践を組み合わせて行
う効果的な教育手法を開発し、学校・産業界双方のガイドラインとして作成・共有化することにより、質保証・向上を図りつつ、実効的・組
織的な産学協同による教育体制を構築し、その推進・拡大を目指すものである。

工
業

農
業

医
療

衛
生

教
育

社
会

福
祉

商
業

実
務

服
飾

家
政

文
化

教
養

コーオプ教育
学校内実習

共同プロジェクト
等

成果の発信・普及 取組の普及・拡大地域中核専門人材の育成／学生・生徒と企業のミスマッチ解消

要素抽出・類型化（H28）

学生受入手順学生評価指標

保険の扱い知的財産権の扱い

実証・体系化（H29-)

既存の
カリキュラム外

既存の
カリキュラム内

【「『日本再興戦略』改訂2015」（平成27年6月30日 閣議決定）】
⑧専修学校と産業界が連携した教育体制の構築

・実践的な職業教育機関である専修学校について、産業界のニーズを踏まえた専門人材の育成機能を強化する。このため、専修学校と企
業等が連携しつつ学習と実践を組み合わせて行う教育システム（産学協同教育プログラム）構築に向けたガイドラインの作成等を行う。

平成２８年度予算額：１４８百万円（新規）
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１．専修学校教育の人材養成機能の
向上について（人材養成）
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【論点１】 産学連携による職業教育の振興策

【論点２】 専修学校における社会人の学び直し振興策

【論点３】 留学生施策の振興策

入学者のうち就業している者の推移（専修学校）

※ 出典：学校基本統計
※ 「就業している者」とは、会社、工場、商店、官公庁等の事業所に勤務し、給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就いている者をいう。

自家業・自営業を営んでいる者を含み、家事手伝い、臨時的な仕事に就いている者は含まない。 5
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専修学校への入学者のうち就業している者の数は平成１７年度をピークに減少し、平成２７年度の入学者のう
ち就業している者は、約１万５千人。



社会人の在学生数の推移（私立専修学校）

社会人の受入れ状況の推移（私立専修学校）

合計 一般課程 高等課程 専門課程 附帯事業
平成16年 59,007 1,029 3,509 31,947 22,522
平成17年 56,812 857 2,666 28,663 23,294
平成18年 51,364 780 3,340 25,716 19,365
平成19年 77,250 1,702 4,755 42,402 28,391
平成20年 75,943 935 4,788 43,980 26,240
平成21年 81,816 3,203 5,961 51,024 21,628
平成22年 101,362 1,268 7,638 58,661 33,795
平成23年 107,854 1,595 7,570 60,509 38,180
平成24年 120,572 968 8,703 62,275 48,626
平成25年 112,017 773 7,574 61,421 42,249
平成26年 119,839 881 7,869 63,902 47,187

77,250 75,943 81,816

101,362 107,854
120,572

112,017

119,839

1,702 935 3,203 1,268 1,595 968 773 881
4,755 4,788 5,961 7,638 7,570 8,703

7,574 7,869

42,402 43,980
51,024

58,661 60,509 62,275 61,421 63,902

28,391 26,240
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33,795
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平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

（人）（人）

合計 一般課程 高等課程 専門課程 附帯事業

※ 出典：文部科学省 私立高等学校等実態調査 （調査対象：私立の専修学校）
※ 「社会人」とは、当該年度の５月１日現在において、職に就いている者、すなわち給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を目的とする仕事に就い

ている者、又は企業等を退職した者、又は主婦をいう。

社会人の在学生数は、増減があるものの、平成１９年以降は増加。特に専門課程の増加が顕著。平成２６年の私立専

門学校における社会人の在学生数は、約６万３千人。職業訓練等の附帯事業を含めると、総数で約１２万人の社会人

が私立専修学校に在学している。

社会人の在学生数は、増減があるものの、平成１９年以降は増加。特に専門課程の増加が顕著。平成２６年の私立専

門学校における社会人の在学生数は、約６万３千人。職業訓練等の附帯事業を含めると、総数で約１２万人の社会人

が私立専修学校に在学している。
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0

高等 専門 一般 附帯事業 総数 高等 専門 一般 附帯事業 総数 人数 コース数 人数 コース数 人数 コース数

Ｈ２２ 128 1,029 44 186 1,211 7,638 58,661 1,268 33,795 101,362 10,829 586 - - - -

Ｈ２３ 145 1,262 58 276 1,504 7,570 60,509 1,595 38,180 107,854 13,877 723 - - - -

Ｈ２４ 144 1,183 55 232 1,614 8,703 62,275 968 48,626 120,572 8,821 462 2,943 236 1,141 79

Ｈ２５ 138 1,230 42 260 1,670 7,547 61,421 773 42,249 111,751 6,762 356 2,123 179 563 35

Ｈ２６ 153 1,337 41 284 1,548 7,869 63,902 881 47,187 119,839 6294 353 1,643 157 479 30

受入総人数受入総学校数 企業からの委託
年度

委託訓練の受入

公共職業訓練 求職者支援制度

社会に開かれた専修学校

○社会人の受入状況

○社会人の受入学校数の推移 ○社会人の受入生徒数の推移
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※出典：平成26年度私立高等学校等実態調査
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中学卒業 高校中退 高校卒業 高等課程卒 高専卒 短大卒 大学卒 大学中退 専門課程卒
大検・高卒
認定試験

合格

外国人
留学生

その他 合計

高等課程 22,656 976 9,023 235 237 1,002 1,240 94 184 123 18 77 35,865

専門課程 399 115 426,789 6,932 1,020 6,094 30,737 6,967 12,365 3,328 26,770 2,075 523,591

一般課程 191 313 23,260 5 11 81 349 72 62 173 84 118 24,719

在籍生徒の最終学歴（平成26年度 ）

社会に開かれた専修学校

○在籍生徒の最終学歴

各課程の最終学歴の割合

［専門課程］［高等課程］ ［一般課程］

中学卒業

63.17%

高校中退

2.72%

高校卒業

25.16%
高等課程卒

0.66%

高専卒

0.66%

短大卒

2.79%

大学卒

3.46%

大学中退

0.26%

専門課

程卒

0.51% 大検・高卒

認定試験

合格

0.34%

外国人

留学生

0.05%

その他

0.21%

中学卒業

0.08%

高校中退

0.02%

高校卒業

81.51%

高等課程卒

1.32%

高専卒

0.19%

短大卒

1.16%

大学卒

5.87%
大学中退

1.33%

専門課程卒

2.36%

大検・高卒

認定試験

合格

0.64%

外国人

留学生

5.11%
その他

0.40%

中学卒業

0.77%

高校中退

1.27%

高校卒業

94.10%

高等課程卒

0.02%

高専卒

0.04%

短大卒

0.33%

大学卒

1.41%

大学中退

0.29%

専門課程卒

0.25%

大検・高卒

認定試験

合格

0.70%

外国人

留学生

0.34%

その他

0.48%
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一旦就職した者や、大卒・専門課程卒等、高等教育機関を卒業した者も入学しており、特に夜間部にお
いては、高校・高等専修学校卒業直後に入学している者の割合は3割以下。

●平成27年4月専門学校入学者の学歴

高校新卒, 
67.6%

高校既卒, 7.5%

高等課程卒, 0.3%

高専卒, 0.2%

高専中退, 0.1%

短大卒, 0.7%

短大中退, 0.1%

大学卒, 4.8%

大学中退, 1.6%

専門卒, 3.0%

専門中退, 0.4%

大学院

卒, 
0.1%

大学院中

退, 0.0% 専門大

学院

卒, 
0.0%

専門大

学院中

退, 
0.0%

在日外国人学

校卒, 0.1%

高卒認

定合

格, 
0.9% 在外教育機関卒, 

0.0%

外国人留学生・

就学生, 11.8%

その他, 0.3%

高校新卒

27.5%

高校既卒

23.4%

高等課程卒

0.1%高専卒

0.3%
高専
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0.0%

短大卒

3.5%
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0.0%

大学卒

28.2%
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3.6%
専門卒

8.3%
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1.1%

大学院卒

1.1%

大学院

中退
0.0%

専門大学院卒

0.0%
専門大学院中退

0.0%

在日外国人学校卒

0.0%

高卒認定合

格
1.6%

在外教育機関卒

0.0%

外国人留学生・就学

生
0.0%その他

1.4%

出典：平成２４年度専修学校各種学校調査統計資料（東京都専修学校各種学校協会）

20歳未満 20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳以上
13.4 51.8 24.0 7.9 2.1 0.8

13.4％ 51.8％ 24.0％ 7.9％

2.1％

0.8％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

●専門学校における社会人の在籍状況（平成24年私立高等学校等実態調査（文部科学省））

20歳未満 20歳～29歳 30歳～39歳
40歳～49歳

50歳～59歳

60歳以上

［夜間部］

［昼間部］

N=62,275人

専門学校の生徒の状況
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高等 専門 一般 総数 高等 専門 一般 総数

Ｈ２１ 33 352 27 396 2,363 16,058 524 18,945
Ｈ２２ 14 171 5 180 285 5,868 554 6,707
Ｈ２３ 15 216 9 233 679 9,165 269 10,114

Ｈ２４ 7 156 8 171 393 3,859 267 4,519
Ｈ２５ 16 166 5 187 792 5,919 159 6,870
Ｈ２６ 10 158 6 166 393 6,565 651 7,609

年度
学校数 生徒数

○科目等履修生の状況

社会に開かれた専修学校

○科目履修生受入学校数の推移 ○科目履修生の推移
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※出典：平成26年度私立高等学校等実態調査
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大学等における社会人受け入れの推進に関する教育関係の仕組み

出典：文部科学省調べ

概要

社会人特別
入学者選抜

社会人を対象に、小論文や面接等を中心に行う入学者選抜

【平成27年度実施状況】 大 学：551校 入学者： 1,175人

【平成23年度実施状況】 大学院：449校 入学者：8,144人

夜間・昼夜開
講制

社会人の通学上の利便のため昼間、夜間に授業を行う制度

【平成25年度実施状況】

大 学：夜間16校、昼夜30校，大学院：夜間24校、昼夜316校

【平成26年度実施状況】

専門学校：夜間等649学科、昼夜211校

科目等履修
生制度

大学等の正規の授業科目のうち、必要な一部分のみについてパート
タイムで履修し､正規の単位を修得できる制度

【平成25年度実施状況】（放送大学を除く）

大 学：737校、履修生：17,277人

【平成26年度実施状況】

専門学校：158校、6,565人

長期履修学
生制度

学生が職業を有しているなどの事情により、修業年限を超えて一定
の期間にわたり計画的に履修し、学位を取得することができる制度

【平成25年度実施状況】

大 学：376校、4,206人（学部896人、大学院：3,310人）

通信制 通信教育を行う大学学部、短期大学、大学院修士・博士課程及び

専門学校

【平成27年度実施状況】

大学学部：46校 213,331人、うち放送大学学部 83,642人

大学院：27校、 8,627人 大学院(修士課程のみ)：7,545人

短期大学：24,111人 専門学校：957人

専門職大学
院

高度専門職業人養成に特化した実践的教育を行う大学院

【平成27年度設置状況】114校 162専攻

うち、法科大学院54校54専攻、教職大学院27校27専攻

概要

大学院におけ
る短期在学
コース・長期在
学コース

大学院の年限を短期又は長期に弾力化したコース

但し、短期在学コース制度は修士・専門職学位課程のみ

【平成23年度設置状況】

短期在学コース ： 65校

長期在学コース ：163校

履修証明制度 社会人を対象に体系的な教育プログラム（120時間以上）

を編成し、その修了者に対し、大学・専修学校等が履修
証明書を交付できる制度

【平成25年度実施状況】（放送大学を除く）

大学：83校 受講者数：3,800人

証明書交付者数：2,472人

【平成26年度実施状況】

専門学校：89校 生徒数：2,610人

サテライト教室 大学学部・大学院の授業をキャンパス以外の通学の便の
良い場所で実施する取組

【平成25年度 サテライト教室の設置割合】

大学：15.9%、短大：4.5%
出典：平成26年度開 か れ た 大 学 づ く りに 関 す る 調 査 研 究（平成全国
の大学・短期大学 を対象としたアンケート調査（回収数：1,074））

大学公開講座 大学等における教育・研究の成果を直接社会に開放し、
地域住民等に高度な学習機会を提供する講座

【平成25年度開設状況】

開設大学数：1,015大学等

開設講座数：39,816講座

受講者数：1,660,119人

11



在職者又は離職後１年以内（妊娠、出産、育児、疾病、負傷等で教育訓練給付の対象期間が延長された場合は最大４年以内）の者が、
厚生労働大臣の指定する専門的・実践的な教育訓練（専門実践教育訓練）を受ける場合に、訓練費用の一定割合を支給

専門実践教育訓練給付金の概要

○ 受講費用の40％（上限年間32万円）を６か月ごとに支給
○ 訓練修了後１年以内に、資格取得等し、就職等した場合には、受講費用の20％（上限年間16万円）を追加支給

専門実践教育訓練給付金の概要

専門実践教育訓練を受講する45歳未満の若年離職者に対して、訓練期間中の受講支援として、基本手当日額の50％を訓練受講中に２
か月ごとに支給するもの（平成30年度末までの暫定措置）

教育訓練支援給付金の概要

①業務独占資格または名
称独占資格の取得を訓
練目標とする養成課程
講座数） １，２３０講座

例）看護師、介護福祉士 等

②専修学校の職業実践
専門課程
講座数） ７６０講座
例）商業実務、経理・ 簿記 等

全指定講座数：２，０９２講座（平成28年4月1日時点）専門実践教育訓練の指定講座について

＜給付の内容＞

○ 雇用保険の被保険者期間10年以上（初回の場合は２年以上）を有する者
＜支給要件＞

○ 労働者が費用負担し、厚生労働大臣が指定する教育訓練を受けた場合に、その費用の一部を雇用保険
により給付する制度について、平成26年10月に「専門実践教育訓練給付金」及び「教育訓練支援給付
金」を創設し、中長期的なキャリアアップを支援

④大学等の職業実践力
育成プログラム

講座数） ２３講座
例） 正規課程（社会科学・社会）、

履修証明制度（工学・工業） 等

➂専門職学位課程

講座数） ７９講座
例）ビジネス・MOT 等

➄一定レベル以上の情報
通信技術に関する資格取
得を目標とする課程

※平成28年10月より指定

12

厚生労働省作成

１．専修学校教育の人材養成機能の
向上について（人材養成）

13

【論点１】 産学連携による職業教育の振興策

【論点２】 専修学校における社会人の学び直し振興策

【論点３】 留学生施策の振興策
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外国人留学生数

高等教育機関在籍者数

うち大学院

うち学部・短期大学・高等専門学校

うち専修学校（専門課程）

うち準備教育課程

日本語教育機関

学校種別・外国人留学生数推移
（人）

（年度）

（各年5月1日現在）

※「出入国管理及び難民認定法」の改正（平成21年7月15日公布）により、平成22年7月1日付けで在留資格「留学」「就学」が一本化されたことから、平成23年5月以降は日本語教育機関に在籍する
留学生も含めて計上している。

（出典）独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」 14

分野別の外国人留学生の受入れの状況

出典：日本学生支援機構「平成27年度外国人留学生在籍状況調査」 15

分類 学科 留学生数（人）

工
業
関
係

測量 26 

土木・建築 519 

電気・電子 107 

無線・通信 28 

自動車整備 667 

機械 124 

電子計算機 84 

情報処理 2,126 

その他 1,307 

農
業
関
係

農業 8 

園芸 56 

その他 30 

医
療
関
係

看護 17 

歯科衛生 7 

歯科技工 18 

はり・きゅう・あんま 21 

柔道整復 18 

理学・作業療法 10 

その他 46 

衛
生
関
係

栄養 17 

調理 375 

理容 3 

美容 211 

製菓・製パン 448 

その他 30 

教
育
・社
会
福

祉
関
係

保育士養成 18 

教員養成 3 

介護福祉 99 

社会福祉 242 

分類 学科 留学生数（人）

教
育
・社
会
福

祉
関
係

保育士養成 18 

教員養成 3 

介護福祉 99 

社会福祉 242 

商
業
実
務
関
係

商業 4,866 

経理・簿記 1,011 

秘書 13 

経営 953 

旅行 1,431 

情報 3,384 

ビジネス 101 

その他 383 

服
飾
・家
政
関
係

家政 197 

和洋裁 1,392 

編物・手芸 170 

ファッションビジネス 370 

その他 29 

文
化
・教
養
関
係

音楽 321 

美術 207 

デザイン 1,234 

外国語 2,300 

演劇・映画 169 

写真 104 

通訳・ガイド 1,277 

動物 87 

法律行政 318 

スポーツ 21 

その他 2,980 

日本語 8,671 

合計 38,654 

Ｈ２７



専門学校における外国人留学生の入学者数の状況

出典：全国学校法人立専門学校協会「専門学校における留学生受け入れ実態に関する調査研究報告書-平成２６年度-」

（学校法人立の専門学校（看護師養成系を除く）2,777校を対象にアンケート調査（回答率73.4％）） 16

外国人（留学生を含む）が就職する際に取得する在留資格

17

在留資格 本邦において行うことができる活動 該当例

芸術 収入を伴う音楽，美術，文学その他の芸術上の活動 作曲家，画家，著述家等

経営・管理 本邦において貿易その他の事業の経営を行い又は当該事業の管理に
従事する活動

企業等の経営者・管理者

法律・会計業
務

外国法事務弁護士，外国公認会計士その他法律上資格を有する者が
行うこととされている法律又は会計に係る業務に従事する活動

弁護士，公認会計士等

医療 医師，歯科医師その他法律上資格を有する者が行うこととされている医
療に係る業務に従事する活動

医師，歯科医師，看護師

研究 本邦の公私の機関との契約に基づいて研究を行う業務に従事する活動 政府関係機関や私企業等の研究者

教育 本邦の小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，専
修学校又は各種学校若しくは設備及び編制に関してこれに準ずる教育
機関において語学教育その他の教育をする活動

中学校・高等学校等の語学教師等

技術・人文知
識・国際業務

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理学，工学その他の自然科
学の分野若しくは法律学，経済学，社会学 その他の人文科学の分野に

属する技術若しくは知識を要する業務又は外国の文化に基盤を有する
思考若しくは感受性を必要とする業務に従事する活動

機械工学等の技術者，通訳，デザイナー，私企
業の語学教師，マーケティング業務従事者等

興行 演劇，演芸，演奏，スポ―ツ等の興行に係る活動又はその他の芸能活
動

俳優，歌手，ダンサー，プロスポーツ選手等

技能 本邦の公私の機関との契約に基づいて行う産業上の特殊な分野に属す
る熟練した技能を要する業務に従事する活動

外国料理の調理師，スポーツ指導者，航空機
の操縦者,貴金属等の加工職人等

技能実習 本邦の公私の機関の外国にある事業所の職員が本邦にある事業所の
業務に従事して行う技能等の修得をする活動等

技能実習生

特定活動 法務大臣が個々の外国人について特に指定する活動 外交官等の家事使用人，ワーキング・ホリデー，
経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福
祉士候補者等

出典：入国管理局ホームページをもとに作成



２．専修学校教育の質保証・向上に
ついて（質保証・向上）

18

【論点４】 専修学校や職業実践専門課程の効果的な
周知方策

専修学校や職業実践専門課程の現在の周知方法

専修学校制度 専修学校パンフレット

高等専修学校 高等専修学校パンフレット

職業実践専門課程 職業実践専門課程サイト

「職業実践専門課程～実践事例～」（パンフレット）

「職業実践専門課程」（専門学校の方宛、企業等の
人事ご担当者・経営者の方宛、入学を検討している
方・高校関係者の方宛チラシ）

19



「専修学校パンフレット」

✓ 専修学校制度や、専修学校において学べ
る教育内容等を紹介。

20

「高等専修学校パンフレット」

✓ 高等専修学校制度や、高等専修学校にお
いて学べる教育内容等を紹介。

21



「職業実践専門課程サイト」
http://syokugyo-jissen.jp/

✓ 職業実践専門課程の仕組みや具体的な
取組事例について紹介

✓ 「コースを探す」では職業実践専門課
程に認定されているコースをジャンル（分
野）や都道府県、キーワードにより検索
し、そのコースの概要を調べることができ
る。

✓ 「数字で見る職業実践専門課程」では
連携企業や在学生からの評価についても紹
介。

22

「職業実践専門課程～実践事例～」（パンフレット）

✓ 調査結果に基づき、認定校が感じている効果
や連携企業や在学生の受けとめ等について紹
介。

✓８分野の職業実践専門課程における具体的取
組を紹介。

23



「職業実践専門課程」（チラシ）

24

専門学校向け

25

企業向け



26

高校向け

地域の教育機関等と専修学校の連携の取組事例

高校と専門学校の組織的な連携 自治体の支援による専門学校の授業体験 専門学校を活用した職業体験

取組主体 多摩地区高等学校進路指導協議会／多摩地区専修学校協議会

高校生の職業観育成や進路選択のために専門学校の授業体験の場や、専門学校在校生や専門学校担当者
と高等学校教諭の意見交換・情報交換を通じて専門学校への理解を深める場を設定

※1978年（昭和53年）より連携開始

（連携の背景）

・連携当初（1970年代後半）は、
多摩地区の高等学校卒業生は多摩
地区ではなく都心の専門学校へ進
学。

・高等学校の教諭が地元の専門学校
を理解していなければ生徒への紹
介もできないため、お互いを理解
し合う場が必要。

・高等学校の教諭と専門学校の教員
が共通理解を持ち地域の専門学校
へ生徒を送り出せないかとの問題
意識。

・高校生の職業観、勤労観の形成
と、進路選択のミスマッチの防
止。

＜実施する取組＞

◆専門学校チャレンジプログラム
半期ごとに専門学校が多摩地区の高校生を対象に、一定の期間、希望

する専門学校の授業を科目履修生として受講する。（受講料無料。実施
回数は学校により１回～１２回まで存在）
専門学校夜間部授業の受講や、科目履修生としての受入れなど、受入

専門学校の受講身分は多様。

参加専修学校数：１２校 参加高等学校生徒数：のべ９２人 ※平成２７年度実績

◆多摩地区専門学校研究会
地域の中で高等学校の教諭と専門学校の教員が共通理解を持ち、地域

の学校への進学を促すため、専門学校生と高等学校教諭の懇談会や、入
学・就職状況に関する高等学校教諭と専門学校担当者の情報交換などを
通じて専門学校の理解を深める。

※ このほか、「多摩地区・高校生夏休み授業体験」や多摩地区高等学校
進路指導協議会の専門学校見学会などが実施されている。

※それぞれの取組主体の協力により、文部科学省作成
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地域の教育機関等と専修学校の連携の取組事例

高校と専門学校の組織的な連携 自治体の支援による専門学校の授業体験 専門学校を活用した職業体験

取組主体 大阪府教育委員会及び大阪府私学・大学課

府内に在学する高校生の進路未定者を減少させることを目的とし、高等学校の学校長のマネジメン
トにより、専門学校等と連携して生徒のニーズに応じた実践的キャリア教育・職業教育プログラム
を実施。 ※2011年（平成23年度）から2013年（平成25年度）まで実施

（連携の背景）

・将来に夢を持てない中学生や高校生の割
合が高く、また、日本の教育制度が「英
数国理社」を中心とした単線型の学校教
育となっている現状を踏まえ、大阪の子
供たちに、「英数国理社だけではない複
線型の教育ルート」を提供し、実践的な
職業教育を通じて、「好きなことで一生
食べていける力」を育てることを目指す
→｢おおさか職業教育ナンバー１戦略｣

・上記戦略の実現に向け、専修学校等と中
学・高等学校が連携し、産業界や地域社
会が求める実践的なキャリア教育や職業
教育を実施する「頑張る学校」を支援

＜実施する取組＞

◆「実践的キャリア教育・職業教育」支援事業（Ｈ23～25）
高校生の就職内定率の上昇、進路未定者の減少を図るため、以下

のプログラムを実施する際の経費を一部支援。

➀職業適性診断

②専修学校での職業教育
勤労観・職業観の育成を図るため、生徒に専修学校で実践的な職

業教育を受講させたり、専修学校の専門教員を高等学校に招聘する
などして、専修学校の職業教育を活用する。
【具体例】実践的職業教育の受講、職業体験バスツアー 等

③インターンシップの実施

④進路・就職情報の活用

⑤就職活動支援の実施(就職支援コーディネータ－の派遣)

⑥実践的キャリア教育の実施(キャリアカウンセラーの活用)

⑦各種講座の開催
※平成２６年度からは、「キャリア教育支援体制整備事業」として高等学校への就職支援コー
ディネーター及びソーシャルワーカーの配置事業を実施。

※それぞれの取組主体の協力により、文部科学省作成28

地域の教育機関等と専修学校の連携の取組事例

高校と専門学校の組織的な連携 自治体の支援による専門学校の授業体験 専門学校を活用した職業体験

取組主体 神奈川県教育委員会／一般社団法人神奈川県専修学校各種学校協会

高等学校と専修学校が連携し、夏休み期間（７月下旬～８月下旬）に各専門分野の専修学校
が企画・提供する体験学習講座を通じて、高校生の職業意識の高揚を図る取組を実施。

※2003年（平成15年）より連携開始

（連携の背景）

・専修学校の教育資産を活用し、若年層の失業
や無業化対策として高校生の「勤労観」の育
成を図る必要。

・中学校、高等学校、専修学校又は大学は、学
校単位では自己完結的であり、学習者の視点
に立った、スムーズな連携を実現する必要。

＜実施する取組＞

◆体験学習講座「仕事のまなび場」
専修学校の実習施設を活用した疑似体験を通して、 仕事に

就くためのキャリアパスについて理解する機会を提供すること
により、高校生などの職業観・就労観をはぐくみ、自分の夢・
将来の進路を明確にするため、夏休み期間に各分野の専門学校
が体験学習講座を企画し、高校生に無料で提供（一部教材は実
費を負担）。

参加専修学校：５７校（１０８プログラムを提供）
参加高等学校：６５校
参加高校生数：1,546名 ※平成２７年度実績

※このほか、小学生・中学生を対象とした職業意識を高めるた
め、夏期休暇を利用した「夏休みチャレンジスクール」事業
や、土曜日に開講する「土曜チャレンジ」事業などを実施。

（実施体制）

神奈川県専修学校各種学校協会
ｷｬﾘｱｽﾀﾃﾞｨ委員会 教育連携部会 神奈川県教育委員会

専修学校 高等学校

連携

広報・周知

実施

参加表明

講座企画

企画・協力

※それぞれの取組主体の協力により、文部科学省作成
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○ 職業教育が一段低く見られ、大学への進学自体を評価する風潮
→ スペシャリスト志向の若者にとって魅力ある進学先となる、実践的な職業教育に最

適化した仕組みが必要

○ 産業競争力の維持・強化のため、現場レベルでの改善・革新の牽引役を担うこ
とのできる人材の養成が重要

→ 高度な専門技能等に加え、変化への対応等に必要な基礎・教養や、理論にも裏付
けられた実践力等を兼ね備えた、質の高い専門職業人の層を確保していく必要

→ 職業実践知の教育に軸を置きつつ、学術知の教育にまで至る、実践的な職業教
育に最適化した高等教育機関の創設が必要

○ 職業人が自らのキャリアを主体的に切り拓いていけるよう、社会人の学び直し
環境の整備が課題

→ 社会人の学び直しニーズに対応した機関の整備が必要

第Ⅰ章 ２１世紀を生きる職業人を取り巻く状況と今後の職業人材養成

○ 我が国の経済競争力の維持・向上のためには、

＊成長分野等への人材シフトとともに、

＊事業の現場における様々な変化への対応等（労働生産性の向上、
商品・サービスの質向上、グローバル化への対応など）の推進が不
可欠。

職業実践知の教育に軸を置きつつ、学術知の教育にまで至る、
実践的な職業教育に最適化した高等教育機関の創設が求められ
る。

第Ⅱ章 高等教育における職業人養成の現状と課題

○大学進学率の上昇 。

（多様な学生が同一の尺度で大学選び→ 入学後、意欲

をもって学修に取り組めないなどのミスマッチ ）

○大学における社会人学生の受入れは、
ＯＥＣＤ諸国で最低の水準。

○大学等は、制度上は、教養教育と学術に
基づく専門教育を行うもの。

※ 職業実践知に基づく技能等の教育については、
制度上、明確な位置付けなし。

変化への対応が求められる中で、事業の現場の中
核を担い、現場レベルの改善・革新を牽引できる人
材の養成強化が必要。

○ 【産業・職業をめぐる状況】 生産年齢人口の減少、日本
型雇用慣行の変容（企業内教育訓練の縮小）

○【職業人をめぐる状況】 職業人に求められる能力の
高度化・複雑化、雇用の流動化 など

《中央教育審議会答申》
個人の能力と可能性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現するための教育の多様化と質保証の在り方について

〔第一部〕 社会・経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い専門職業人養成のための新たな高等教育機関の
制度化について ＜概要＞

産業・職業と職業人の状況 今後の職業人材養成の在り方

現 状 課題と求められる対応
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○大学体系に位置付く次のような機関を制度化。☆制度の基本設計

第Ⅳ章 新たな高等教育機関の制度設計

❶ 専門とする特定の職業に関し、高度な専門的知識等を与え、理解を深化 【専門高度化】

❷ 専門とする特定の職業に関し、卓越した技能等を育成するとともに、実践的な対応力を強化 【実践力強化】

❸ 一定の産業・職業分野に関し、当該分野全般の、又はその関連の基礎知識・技能等を育成 【分野全般の精通等】

❹ 実践的技能や、実践知と理論知、教養等を統合し、課題の解決や、新たな手法等の創造に結びつけられる総合的な能力を育成 【総合力強化】

❺ 職業人としての基礎的･汎用的能力や教養、主体的なキャリア形成を図るために必要な能力を育成 【自立した職業人のための｢学士力｣育成】

第Ⅲ章 新たな高等教育機関の制度化の方向性

新たな機関は、教養や理論に裏付けられた実践力を育成するものであること等を踏まえ､大学体系に位置付け、
大学等と同等の評価を得られるようにする｡

実務家教員

○ 理論と実践を架橋する教育内容として、
・教養・基礎教育及び専門教育を通じ、実践的な能力を培うよう、体系的に教育
課程を編成。分野の特性に応じ、卒業単位のおおむね３～４割程度以上は､
実習等の科目を修得、企業内実習等を､２年間で300時間以上､４年間で600
時間以上履修。

・授業で身に付けた知識・技能等を統合する総合的な演習科目を設定。

○ 実務家教員を教員組織の中に積極的に位置付け。
・必要専任教員数のおおむね４割以上は、実務家教員とする。さらに、専任
実務家教員については、その必要数の半数以上は、研究能力を併せ有する
実務家教員とする。

○ 産業･職能団体、地域の関係機関等との連携に
より、教育課程を編成･実施する体制の整備を
義務付け。

○ 設置認可、評価における連携として、
・ 設置認可審査における産業界等との連携体制を

確保。

・ 認証評価においては、専門団体との連携による分野別質
保証の観点を採り入れ。

☆具体的設計

身に付けさせるべき資質・能
力

大学体系への位置付け

制度設計の在り方

① 学士課程相当の課程を提供する機関 《修業年限４年》

② 短期大学士課程相当の課程を提供する機関 《修業年限２年又は３年》

○４年制課程については、前期・後期の区分制課程も導入。

※ 前期終了後一旦就職してから後期へ再入学する、他の高等教育機関
から編入学する、社会人が学び直しのために後期から編入学するなど、
積み上げ型の多様な学習スタイルを想定

① 理論と実践の架橋による職業教育の充実 ② 産業界・地域等のニーズの適切な反映、
産業界・地域等との連携による教育の推進
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【研究機能の位置付け】
「教育」機能に重点を置くが、大学体系に位置付く機関として、理論と

実践を架橋する教育を行うためにも､機関の目的には｢研究｣を含める。
→ 職業･社会における「実践の理論」を重視した研究を志向

【制度上の位置づけ】
教員の資格基準等も一定の水準を担保することから、大学制度の中

に創設し、国際的通用性のある学位授与機関として位置付け。

【学位の種類・表記】
実践的な職業教育の成果を微表するものとして相応しい学位名称

を設定。
※ 大学･短大と同様、「学士」及び「短期大学士」の学位を授与し、当該学位に

は、専攻分野の名称として、産業・職業分野の名称を付記することや、専攻分
野に加え、「専門職業」「専門職」などの字句を併せ付し、専門職業人養成の
ための課程を修了したことを明確にすること等が適当

【 名 称 】
例えば、４年制は､｢専門職業大学｣ ､｢専門職大学｣など､ ２・３年
制は､｢専門職業短期大学｣､「専門職短期大学｣など。

※さらに、幅広い意見を踏まえ、相応しい名称を定めることが適当。

○ 専門高校卒業生、社会人学生など多様な学生を
積極的に受け入れることを、努力義務化。

○ 社会人等に対応した教育内容・方法として、
・パートタイム学生や科目等履修生として学ぶ機会を

積極的に提供（長期履修の活用、学内単位バンクの整備等）。

・ 短期の学修成果を積上げ､学位取得につなげる仕組み
を整備（モジュール制、修業年限の通算・単位認定等）。

○ 入学者選抜では、実務経験や保有資格、技能検定で
の成績等を積極的に考慮し、意欲・能力・ 適性等を

多面的・総合的に評価。

○ 教員について、
・ 教授・准教授等の資格基準（求める能力の水準）については、大学・短大と同等の
水準確保を基本｡

・ 実務家教員を、教員組織の中に積極的に位置付け。

○ 必要専任教員数、備えるべき施設設備、校地･校舎面積については、大学・短
大の水準を踏まえつつ、質の高い職業人養成に相応しい適切な水準を設定。
※ 大学・短期大学設置基準の水準を踏まえつつ、機関の特性に留意し、校地面積や

運動場等についは、弾力的な対応が可能な基準を設定。

○ 教員や教育内容等の質が十分に確保されたものを認可。大学･短大と同等又は
それ以上に充実した情報公表を義務付け。分野別質保証やできる限り客観的な指
標を採り入れた評価。

☆制度全般にわたる事項

【対象分野】
制度として､分野の限定は行わない。職業実践知に基づく教育と学

術知に基づく教育の融合による人材養成の充実について具体的な
ニーズが認められる分野を主に想定。

【設置形態】
大学･短期大学が､一部の学部・学科を転換させるなど､新たな機関

を併設し、より多様な学習機会を学生に提供することも可能に。

【財政措置】
必要な財源の確保を図り､改革に積極的に取り組む既存の高等教育

機関への支援が維持・充実されるようにするとともに､専門職業人養成を
担う機関として相応しい支援を行っていくことが必要｡

※ 機関に対する基盤的経費やプロジェクト経費、学生に対する修学支援や

教員に対する研究助成の措置が図られるようにすることを基本とする。

※ 産業界等から求められる人材の養成とそのための多元的な資金導入
との好循環が確立された機関となるよう、必要な制度設計等を進めて
いく。

③ 社会人の学び直し等、
多様な学習ニーズへの対応

④高等教育機関としての質保証と国際的な通用性の担保
実践的な職業教育に相応しい教育条件の整備
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◎ 変化への対応が求められる中で、基礎・教養や理論にも裏付けられた優れた技能等を強みに､事業の現場
の中核を担い､現場レベルの改善・革新を牽引していくことのできる人材
【新たな機関で養成する人材に(将来的に)期待する役割】

※ 企業等の活動の次のような側面を先導する者となることを期待

●生産・サービスの現場で中核的な役割を担う人材等として
・生産・サービスの工程の改善やこれを通じた生産性の向上
・ 高度な技能や洗練された技術・ノウハウによる優れた商品・サービスの提供

など
●その専門性をもって、自ら事業を営み、又はこれを補佐する人材として
・新たな付加価値の創造、これを活かした新しい商品・サービスの考案
・新規事業の創出、強みのある製品・サービスを活かした新規市場の開拓

など

◎ 高等教育の終了・入職時点で、専門的な業務を担うことのできる実践的な能力とともに、変化に対応し、自ら
の職業能力を継続的に高めていくための基礎（伸びしろ）を身に付けた人材

《 成長分野等で求められる人材例 》
例えば、IT分野で、新たなアイデアの構想・提案等も行うプログラマーやＣＧデザイナー等 ／

観光分野で、接客のプロとして活躍するとともに、現場におけるサービス向上の先導役を果たす人材 ／
農産物を生産しつつ、直売、加工商品開発等の事業も手掛け、高付加価値化、販路拡大等を先導する人材 など

◎ 変化への対応が求められる中で、基礎・教養や理論にも裏付けられた優れた技能等を強みに､事業の現場
の中核を担い､現場レベルの改善・革新を牽引していくことのできる人材
【新たな機関で養成する人材に(将来的に)期待する役割】

※ 企業等の活動の次のような側面を先導する者となることを期待

●生産・サービスの現場で中核的な役割を担う人材等として
・生産・サービスの工程の改善やこれを通じた生産性の向上
・ 高度な技能や洗練された技術・ノウハウによる優れた商品・サービスの提供

など
●その専門性をもって、自ら事業を営み、又はこれを補佐する人材として
・新たな付加価値の創造、これを活かした新しい商品・サービスの考案
・新規事業の創出、強みのある製品・サービスを活かした新規市場の開拓

など

◎ 高等教育の終了・入職時点で、専門的な業務を担うことのできる実践的な能力とともに、変化に対応し、自ら
の職業能力を継続的に高めていくための基礎（伸びしろ）を身に付けた人材

《 成長分野等で求められる人材例 》
例えば、IT分野で、新たなアイデアの構想・提案等も行うプログラマーやＣＧデザイナー等 ／

観光分野で、接客のプロとして活躍するとともに、現場におけるサービス向上の先導役を果たす人材 ／
農産物を生産しつつ、直売、加工商品開発等の事業も手掛け、高付加価値化、販路拡大等を先導する人材 など

養 成 す る 人 材

実践的な職業教育を提供するための独自の基準を整備。
そうした教育を行うことを制度的に義務付けられた機関として明確化。

実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化のポイント
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◎ ２・３年制及び４年制の複数の修業年限を制度化。
※高卒後の学生のほか、社会人学生、編入学生など、多様な学習者に、多様な学習機会の選択肢を提供

◎ ４年制課程については、前期・後期の区分制課程も導入。
※ 前期修了後一旦就職してから後期へ再入学する、他の高等教育機関から編入学する、社会人が学び直しのために

後期から編入学するなど、積み上げ型の多様な学習スタイルを想定
※ 前期修了時に職業資格を取得した上で、後期においては、有資格者であることを前提とした専門

実務実習を行うなど、より実践的な職業教育プログラムの提供も可能に

修

業

年

限

《実践的な職業教育のためのカリキュラム》
◎ 分野の特性に応じ、卒業単位のおおむね３～４割程度以上は、実習等（又は演習及び

実習等）の科目を修得。
◎ 分野の特性に応じ、適切な指導体制が確保された企業内実習等を､２年間で300時間

以上､４年間で600時間以上履修。 ＊設置基準等により義務付け

《産業界･地域等のニーズの反映》
◎ 産業界･地域の関係機関との連携により、教育課程を編成･実施する体制を機関内に

整備（教育課程編成・実施委員会の設置など） ＊設置基準等により義務付け

《社会人等が学びやすい仕組み》
◎ 社会人等をパートタイム学生や科目等履修生として積極的に受け入れる仕組みや、
短期の学修成果を積み上げ、学位取得につなげる仕組みを整備。

※ 長期履修制度の活用、学内単位バンクの整備、モジュール制の導入促進、修業年限の通算・単位認定に関する
制度の弾力化

教

育

内

容

･

方

法
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◎ 質の高い実践的な職業教育を行う機関としての相応しい設置基準等を制定。
※ 大学・短期大学設置基準の水準を踏まえつつ、機関の特性に留意し、校地面積や運動場等について

は、弾力的な対応が可能な基準を設定。

◎ 各授業科目について同時に授業を受ける学生数を、原則４０人以下とするこ とを義務付け。

◎ 大学・短大と同等又はそれ以上に充実した情報公表を義務付け。

◎ 認証評価については、専門団体との連携により、分野別質保証の観点を採り入れた評価を導入。
※ 情報公表及び評価に当たっては、学生、企業等の視点からのできる限り客観的な指標を採り入れ。

質

保

証

◎ 新たな機関の機能は実践的な専門職業人養成のための「教育」に重点を置くが、理論と実践を架橋
する教育を行うためにも、機関の目的には「研究」を含める。

→ 職業・社会における「実践の理論」を重視した研究を志向

研
究
機
能
の

位
置
付
け

◎ 実務家教員を、教員組織の中に積極的に位置付け。
－ 必要専任教員数のおおむね４割以上は、実務家教員とする。
－ さらに、専任実務家教員については、その必要数の半数以上は、研究能力を併せ

有する実務家教員とする。 ＊設置基準等により義務付け

◎ 設置認可時の教員資格審査では、実務家について、その実務卓越性に基づき、教員としての資格を

適切に評価。
※ 保有資格、実務上の業績、実務を離れた後の年数等を確認。

教

員

◎ 専門高校卒業生、社会人学生など多様な学生を積極的に受け入れることを、努力義務化。

◎ 入学者選抜では､実務経験や保有資格､技能検定での成績等を積極的に考慮し、意欲・能力・適性等

を多面的・総合的に評価。

入
学
者
の

受
入
れ
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◎ 実践的な職業教育の成果を徴表するものとして相応しい学位名称を設定。

※ 学位の種類としては、大学・短大と同様、「学士」及び「短期大学士」の学位を授与することが適当。

※ 現行の大学・短大の学位には、専攻分野の名称を付記するものとされているが、新たな機関では、
当該専攻分野の名称として、学問分野よりも、産業・職業分野の名称を付記することや、専攻分野に
加え、「専門職業」、「専門職」などの字句を併せ付し、専門職業人養成のための課程 を修了したことを
明確にすること等が適当

学

位

◎ 大学､短期大学が、一部の学部、学科を転換させるなど、新たな機関を併設し、より

多様な学習機会を学生に提供することも可能に。

設
置
形
態

◎ 例えば、４年制は、「専門職業大学」、「専門職大学」など
２・３年制は、「専門職業短期大学」、「専門職短期大学」など。

※ さらに、幅広い意見を踏まえ、相応しい名称を定めることが適当。

名

称

◎必要な財源の確保を図り、実践的な職業教育を行い、専門職業人養成を担う機関として
相応しい支援 を行っていく。

※ 機関に対する基盤的経費やプロジェクト経費、 学生に対する修学支援や教員に対する研究助成の

措置を図ることを基本とする。
※ 産業界等から求められる人材の養成とそのための多元的な資金導入との好循環が確立された機関と

なるよう、必要な制度設計等を進めていく。

財
政
措
置
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